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【論文】

起業活動の低迷を持続させる要因は何か
～労働市場アプローチに基づく地域要因の分析～

Persistence in Entrepreneurship in Japan :
Analysis on Regional Determinants of Start-Ups Based

on Labor Market Approach

鈴　木　正　明
Suzuki Masaaki

（要旨）
同じ国のなかでも地域によって起業活動の水準に大きな違いが存在することが先行研究では

指摘されてきた。本稿は、日本における起業活動の水準の地域差を把握するとともに、この差
を生み出す要因を明らかにすることを目的とする。分析にあたっては、先行研究を踏まえ、変
化のスピードが遅い地域要因と地域における起業活動の経路依存性に焦点を当てる。また、起
業活動の水準を既存企業・事業所数ではなく労働力人口に対する開業数で把握する（労働市場
アプローチ）。動的パネルモデルの手法などを用いて行った分析の結果、①起業活動の水準の
地域差は他の先進国と同様に大きくかつ持続的であること、②変化のスピードが遅い地域要因
と経路依存性の両方によって地域差の持続性は生み出されていること、③経路依存性を勘案す
ると今後見込まれる労働力人口の減少ほどには起業数は減少しない可能性があること、などが
明らかにされた。以上の結果を踏まえ政策含意が議論される。
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1．はじめに

起業活動は経済成長や活性化に大きな役割
を果たす。しかし、日本において起業活動は
必ずしも活発とはいえない状況が長く続いて
きた。こうした現状を踏まえ、日本政府は、「日
本再興戦略」（平成 25 年 6 月 14 日閣議決定）
において「開業率・廃業率 10％台（現状 4.5％

（2004 年から 2009 年までの平均値））を目指
す」と数値目標を掲げ、起業活動の促進を目
指している。

では日本において開業率は今後高まってい
くのだろうか。この点に関連して、海外の先
行研究では、起業活動の持続性（persistence）
が近年注目されている。つまり、起業活動の
水準には大きな地域差があり（Stam, 2010）、
この差は長期にわたり持続する（Fritsch 
and Mueller, 2006、2007; Andersson and 
Koster, 2011; Fotopoulos, 2014 など）。もし
日本において現在の起業活動の水準が過去の
起業活動からの影響を強く受けているとすれ
ば、少なくとも短期的に開業率を高めること
は容易ではなく、長期的な視点に立って取り
組まれるべき政策課題ということになる。

さらに、日本では、高齢化・人口減少が開
業率に今後影響を与えることが予想される。
国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来
推計人口（平成 29 年推計）」によると、日本
の高齢化率（総人口に占める 65 歳以上人口
の割合）は、2015 年の 26.6％から 2065 年に
は 38.4% へと高まる（出生中位・死亡中位推
計）。日本の総人口は 2015 年の１億 2,709 万
人（国勢調査）から 2065 年には 8,808 万人に、
生産年齢人口（15 ～ 64 歳人口）も 7,728 万
人から 4,529 万人へと 40％以上も減少する。

人口が減少すれば、需要が減少するととも
に潜在的な起業家も少なくなることから、起
業活動の水準は低下するだろう。ただし、人
口減少に比例して起業活動の水準が低下する
とは限らない（Delfmann et al., 2014）。では、

日本における人口減少はどの程度起業活動の
水準を低下させていくのだろうか。人口や高
齢化率の動向を短期的に反転することは難し
い。起業活動を促進する他の要因に政策的に
働きかけたとしても、人口減少や高齢化に伴
う効果が支援効果を大きく上回るのであれば
上記目標の達成が困難となる。

上記の問題意識を踏まえ、本稿では、都道
府県レベルの起業活動に関するデータの分析
を通じて、その持続性の強さを検討するとと
もに、人口要因など持続性を生み出す地域要
因を探る。さらにこれらの分析を通じて起業
活動の低迷が続いている原因を明らかにする。

日本において地域の起業活動の水準を左右
する要因に関する研究はすでにいくつか行わ
れている（吉村、2000、2003; 土屋、2003; 小
林、2003、2004; 中 村、2004; 岡 室、2006a、
2006b; 黒瀬・大塚、2007; 小本、2007; 田中、
2008; 奥山、2010 など）。そのなかで本研究
の貢献は次の４点である。

第１に、起業活動の持続性に注目すること
である。上述のように、持続性の有無を把握
することは、重要な政策含意につながると考
えられる。しかし、日本においては、起業活
動の持続性に関する分析はほとんど行われて
こなかった。

第２に、パネルデータ分析を行うことであ
る。従来、日本における起業活動の水準に関
する分析は、小本（2007）などを除き１時点
におけるクロスセクションまたは複数時点の
データをプールした分析が主に行われてき
た。これらの分析では、観測されない地域間
の異質性（固定効果）の存在によって推計結
果にバイアスがかかる可能性がある。パネル
データ分析を行うことでより頑健な結果を得
ることができる。

第３に、起業活動の水準（開業率）を労
働市場アプローチ（labor market approach）
を用いて測定することである。起業活動の
水準を把握する方法には、労働市場アプ
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ローチと生態学的アプローチ（ecological 
approach）の二つがある（Audretsch and 
Fritsch,1994）。前者は労働力人口、後者は
既存企業（または事業所）数に対する一定
期間内における開業数の比率としてその水
準を把握する。これら二つのアプローチの
うち、労働市場アプローチは、Evans and 
Jovanovic （1989）などの職業選択モデルに
基づいているという点で理論的に魅力的で
あり（Audretsch and Fritsch, 1994）1）、分
析結果がより安定的で統計的なフィットが
良い傾向がある（Parker, 2018, pp.232-233）。
このため、欧米の研究では一般に労働市場
アプローチが用いられている（岡室、2006a; 
Bosma et al., 2008）。これに対して、日本
の先行研究では、製造業に限定した分析を
行った岡室（2006a）や、グローバル・ア
ントレプレナーシップ・モニター（Global 
Entrepreneurship Monitor, GEM）2）に基づ
く高橋ほか（2013）などを除き、生態学的ア
プローチが用いられてきた。政策立案など実
務においても労働市場アプローチはほとんど
使われていない。そこで、本稿は労働市場ア
プローチをとることで、日本における起業活
動に関して新たな知見を得ることを目指す 3）。

第４に 2000 年以降の分析を行うことであ
る。日本における先行研究では、GEM を用
いた高橋ほか（2013）や鈴木（2013）、登記
統計を用いた中尾・東（2015）などを除き、
主として実際の開業数が総務省「事業所・企
業統計調査」に基づき把握されてきた。同調
査で開業を把握するメリットは、従業員の雇
用や法人格の有無などの制約がなく事業所が
広く把握されていること、業種別や市町村別
など細かいセグメントで把握できることなど
である。しかし、同調査は 2006 年の調査を
最後に、2009 年以降「経済センサス」に統
合されている。経済センサスでは、行政記
録を活用したり、直轄調査（国が契約した民
間事業者を活用する調査方法）を新たに導入

したりすることで、事業所・企業の捕捉範囲
が拡大されている。このため、二つの調査は
単純に比較できず、21 世紀に入ってからの
開業率を連続的に把握することが難しくなっ
ている 4）。このようなデータの制約は、2010
年代の日本において起業活動のマクロ的、セ
ミマクロ的な分析が少ない一因とみられる。
しかし、リーマン・ショックや東日本大震災
など大きなショックによって、起業活動に関
する構造的な変化が近年生じている可能性も
ある。そこで、本稿では、近年の起業活動の
動向を把握することが可能な厚生労働省『雇
用保険事業年報』を用いて分析を行う。

本稿の構成は次のとおりである。続く第２
節では、起業活動の持続性、人口要因を中心
に先行研究をまとめ、リサーチ・クエスチョ
ンを提示する。第３節では分析データを紹介
したうえで、日本の起業活動の現状を時系列
に概観しつつ、その持続性を検討する。第４
節では本稿の分析モデルを提示したのち、計
量分析の結果を紹介、考察する。第５節では
まとめと政策含意、今後の課題を提示する。
なお本稿では起業と開業を同義で用いてい
る。

2．先行研究

個人の意思決定は地域要因によって影響を
受ける（Fritsch and Storey, 2014）ため、地
域の起業活動の程度の違いは地域要因によっ
て一定程度説明される（Bosma et al. 2008; 
Sternberg, 2009）。以下では、本稿の主要な
関心である地域要因として、起業活動の持続
性と人口要因に関する先行研究を検討する。

　⑴　起業活動の持続性
起業活動の持続性を主題として取り上げ

た研究としては、ドイツに関する Fritsch 
and Mueller （2006、2007）、Fritsch and 
Wyrwich （2014）、英国に関する Fotopoulos 
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（2014）、Stuetzer et al. （2016）、Fotopoulos 
and Storey （2017）、スウェーデンに関する
Anderson and Koster （2011）、米国に関す
る Chang et al. （2011）などがある。なかで
も 1925 年から 2005 年のドイツの起業活動を
分析した Fritsch and Wyrwich （2014）では
持続性の効果が 80 年間にもわたり続くこと
が確認されている。

こうした持続性が生み出される理由とし
ては次の 2 点が指摘されてきた（Anderson 
and Koster, 2011; Fritsch and Wyrwich, 
2017）。

第１は、変化のスピードが遅い地域要因の
存在である。起業活動の水準を左右する地域
要因の変化が遅ければ、起業活動の水準の変
動も小さく持続性が生じることになる。具体
的な要因としては、物理的なインフラや集
積効果（Andersson and Koster, 2011）や、
産業構造や富（住宅所有状況）（Fotopoulos, 
2014）などが挙げられる。

第２は、経路依存性である。経路依存性と
は現在の起業活動の状況が過去の起業活動に
よって左右されていることであり、こうした
状況は「ちょっとした出来事と偶然の環境か
らの帰結」（Arthur, 1994, 邦訳 p.159）である。
このため、同じような経済状況の地域であっ
ても起業活動の水準に大きな違いが生まれる
ことになる（Bygrave and Minniti, 2000）。

起業活動の経路依存性は、主として、制度
の履歴効果（institutional hysteresis）と動
学的収穫逓増（dynamic increasing returns）
に よ っ て 生 み 出 さ れ る（Andersson and 
Koster, 2011）。制度の履歴効果とは公式、非
公式な制度や社会的な取り決め、文化的な形
式が時間の経過に伴い自己再生産される傾
向である（Martin and Sunley, 2006）。起業
活動の社会的正当性（social legitimacy）は
こうした制度の代表例である（Etzioni, 1987; 
Fritsch and Wyrwich, 2014）。社会的正当性
が強いほど、起業活動に対する需要が増加し

必要な資源も供給されやすくなる（Etzioni, 
1987）。この結果、起業活動が促進され、社
会的正当性は自己強化される。他方、動学的
収穫逓増は、様々な外部性や学習を通じてプ
ラスのフィードバックが生み出され、現在の
発展経路や状態が自己強化されていくこと
をさす（Martin and Sunley, 2006）。例えば、
ロールモデルの存在は、起業活動に伴うあ
いまいさ（ambiguity）を削減し、自らが選
択した起業活動に集中させ（Minniti, 2005）、
必要な能力を高めるよう促し（Andersson 
and Koster , 2011）、失敗の恐れを減じる

（Sternburg, 2011）。ロールモデルの効果は、
個人の職業選択に関する意思決定を左右す
ることを通じて起業活動を促進し（Parker, 
2009）、その結果誕生した起業家が今度は
ロールモデルとしての役割を果たすことにな
る。ロールモデルの自己強化的な展開は、他
者の行動やその帰結を観察する能力に決定的
に依存する（Minniti, 2005）。逆に、英国に
おいて 19 世紀に大企業が立地していた地域
ではロールモデルが不在であり、これが反
起業活動的な文化の形成につながっている

（Stuetzer et al., 2016）。
地 域 に お け る 起 業 活 動 の 経 路 依 存 性

は、 起 業 文 化（entrepreneurship culture）
（Andersson and Koster, 2011; Fritsch and 
Wyrwich, 2014） とも称される。起業文化と
は「地域における起業家とその活動の一般
的な社会的受容や奨励に関連する、空間的
に局在している非公式の制度」（Andersson, 
2013）である。日本においては社会的正当性
の低さやロールモデルの少なさが不活発な起
業活動の理由として指摘されてきた（高橋ほ
か、2013）。起業文化が十分に形成されてお
らず、マイナスのフィードバックが働くこと
で日本の起業活動が低位にとどまっている可
能性がある。

以上の視点に基づく実証研究では、主とし
て現在の開業率を過去の開業率に回帰すると
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いう分析がなされている。これらの研究のほ
ぼすべてにおいて過去の開業率の係数は有意
に正という結果が得られており、持続性の存
在が確認されている。係数の大きさはコント
ロール変数やラグを取る期間、推計方法など
よって異なるが、Fritsch and Mueller （2007）
では 0.55 ～ 0.80（5 年前の開業率を OLS で
回帰、旧西ドイツ）、Fritsch and Wyrwich 

（2014）では 0.61 ～ 0.66、0.37（１年前の開
業率を OLS で回帰、それぞれ旧西ドイツと
旧東ドイツ）、Fotopoulos （2014）では 0.55

（１年前の開業率を動的パネルモデルで回帰、
英国）などとなっている。また、動的パネル
モデル推定を行った Andersson and Koster 

（2011）では開業率３年分のラグがとられて
おり、１期ラグ項から順に 0.26、0.19、0.23
と推計されている。

　⑵　人口要因
本稿では、労働市場アプローチに基づき、

労働力人口の増減に着目した分析を行うが、
ここではより広く人口と起業活動に関する先
行研究をまとめる。なお、人口は上記で示し
た変化のスピードが遅い地域要因の一つと位
置づけられる。

人口が増加すれば、地域における需要が拡
大し、起業活動が活発化する（Reynolds et 
al., 1994）。供給面でも潜在的な起業家が増加
する。加えて、人口増加によって賃金上昇
が抑えられ機会費用が低下する（Verheul et 
al., 2001）という経路を通じても、起業活動
の水準は高まる。逆に、人口減少は地域にお
ける不確実性につながり起業リスクを高める
ことを通じて、起業活動の水準を低下させる

（Delfmann et al., 2014）。実証研究をみると、
人口増加と開業率との相関は非有意とする
という研究がいくつかみられる（Audretsch 
and Fritsch, 1994; Bosma et al., 2008）5） も
のの、総じて正の相関を確認するものが多い

（Audretsch and Fritsch, 1994 ; Parker, 2018, 

p.235）6）。日本でも、人口増加と起業活動と
の間に正の相関を確認する研究が多い（土屋、
2003; 小林、2003、2004; 岡室、2006b; 田中、
2008; 奥山、2010）。人口と起業活動との関係
は、おおむね定式化されているといえる。

ただし、問題は人口増減がどの程度の大き
さで起業活動に影響を与えるかである。この
点に関する研究は少ないが、Delfmann et al. 

（2014）では詳細な考察が行われている。
同論文によると、人口が増加すれば地域に

おける多様性が増す。高まった多様性の組み
合わせは急速に増加するため、より多くの事
業機会が生み出されるという外部性が生ま
れ、事業機会は（直線的にではなく）指数関
数的に増加する。逆に、人口が減少すれば
起業活動の水準が急速に低下する可能性があ
る。他方、人口が減少しても起業活動の低下
には一定の歯止めがかかりうる。地域におけ
る需要を満たすには一定の企業数が必要であ
るため起業活動が促進されるからである。こ
れに関連して、人口減少により廃業が増加す
れば、これを引き継いで誕生する「再生型創
業」（深沼・井上、2006）が活発になること
も考えられる。さらに、人口減少に伴う地域
経済の低迷の結果雇用機会が乏しくなれば

「生計確立型」の起業活動が増加する。「生計
確立型」とはより良い選択肢がないことから
行われる起業活動をいう。加えて、人口減少
が高齢化を伴えば、ケア施設への需要増加な
どを契機とする産業構造の変化を通じて、新
たな事業機会が誕生、増加しうる（Delfmann 
et al., 2014）。

実証研究の結果をみると、Delfmann et al. 
（2014）では人口増減が起業活動に対して与
える影響は必ずしも比例的ではなく、人口が
大きく減少するとかえって開業率が高まるこ
と（さらに都市と地方でその影響が異なるこ
と）が確認されている 7）。この結果は、人口
が減少したとしても、レジリエンス効果が起
業活動に働くことを示唆する。以上を踏まえ、
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本稿では、日本において人口減少が起業活動
にどの程度の影響を与えるのかを検討する。

次に人口構成の変化と起業活動との関係を
検討する。加齢には、人的資本（適切な意
思決定を行う能力、事業機会の認識能力な
ど）や社会関係資本、金融資本などが高ま
るという起業活動を促進する側面と、リス
ク回避志向の強まりや体力の低下など抑制
する側面の双方が考えられる（Parker, 2018, 
pp.156-157）。相反する二つの力が働くこと
から、年齢と起業活動との関係は逆 U 字型
である（Lévesque and Minniti, 2006）。日本
でも、開業時の平均年齢は約 40 歳という状
況が長期的に続いており、開業者のボリュー
ムゾーンは 30 歳代、40 歳代である（日本政
策金融公庫総合研究所、2018）。起業家の供
給という観点からは、これらの世代が相対的
に少なくなれば、起業活動の水準が低下する
可能性がある。その一方、上述のように、高
齢化が進むと介護をはじめ新たな需要が創造
される（Delfmann et al., 2014）。こうした需
要要因は高齢化に伴う起業活動の低下を緩和
する可能性がある。

以上より本稿のリサーチ・クエスチョンは
次のとおりとなる。
RQ １： 日本において起業活動の持続性はど

の程度強いのか
RQ ２： （労働力）人口の減少に伴い起業活

動の水準はどの程度変化するのか
RQ ３： 高齢化は起業活動の水準を低下させ

るのか

3．日本における起業活動の現状と持続性

　⑴　データの紹介
本稿において開業を把握するために用いる

厚生労働省『雇用保険事業年報』は、「雇用
保険の適用・給付状況を把握し、雇用保険制
度の適正な運営を図るとともに、雇用対策等
の基礎資料として利用することを目的」（厚

生労働省ホームページ）として作成される業
務統計である。雇用保険は政府が管掌する制
度であり、一人でも労働者を雇用する事業所
は加入手続きを行わなければならない 8）。こ
の手続きを行った「保険関係新規成立事業所」
が本稿では開業として把握される 9）。
『雇用保険事業年報』に基づき開業を把握

するメリットとしては、①業務統計であるこ
とから保険関係新規成立事業所がすべて把
握されている、②「事業所・企業統計調査」

「経済センサス」とは異なり毎年度の開業数
を把握できることなどが挙げられる。以上の
メリットが近年は高く評価されており、本稿
の冒頭で紹介した日本再興戦略の数値目標は
同年報の開業数に基づき算出される（中小企
業庁、2014、p.186）。半面、①労働者を雇用
している事業所しか把握できない、②労働者
を雇用していなかった既存の事業所が新規に
雇用した場合にも保険契約が成立するため開
業としてカウントされる、③企業ではなく事
業所単位での統計である、④市町村レベルで
のデータが公表されていない、といったマイ
ナスも存在する。ただし、マイナス面の①に
ついては、起業に期待される重要な役割の一
つが雇用創出であることを重視するのであれ
ば、労働者を雇用した事業所こそ分析すべき
ともいえる。実際、海外の研究（Armington 
and Acs, 2002; Fritsch and Mueller, 2007）
でも有雇用事業所のみを開業として捉えた研
究がみられる。

　⑵　開業率の動向　
ここでは、全国単位と都道府県単位で日本

の開業率の動向をみていく。t 年度の開業率
は労働力人口（t-1 年平均）千人当たりの保
険関係新規成立事業所数（t 年度）と定義さ
れる。労働力人口は、総務省「労働力調査」（推
計値）に基づく。ところで、都道府県単位で
の分析は粗いという指摘（岡室、2006b）が
ある。この点について都道府県単位で潜在的



― 145 ―

起業活動の低迷を持続させる要因は何か

『商学集志』第 88 巻第 4 号（’19.3）

な起業家を分析しているSato et al.（2012）は、
それより細かい単位（市町村等）よりもデー
タの利用可能性が高いうえ、江戸時代からの
伝統によって都道府県内はある程度同質的で
あることを指摘する。確かに粗さは否めない
が、都道府県という単位での分析には現実的
な制約からも一定の妥当性があると考えるこ
とができるだろう 10）。

まずやや長期的に 2000 年度から 2016 年度
にかけての全国の開業率の推移をみていく

（図－１）11）。開業率は 2000 年度から 2003
年度にかけて低下した後、リーマン・ショッ
クが発生した 2008 年度の落ち込みを除き、
おおむね上昇傾向がみられる。この要因とし
ては、労働力人口は 6,689 万人（2002 年）か
ら 6,625 万人（2015 年）へとやや減少したこ
とに加え、開業数が 2003 年度の 81,281 事業
所から 2016 年度には 119,780 事業所へと大
きく増加したことがある。ちなみに、開業率
の動向は、労働市場アプローチでみても、生
態学的アプローチ（年度当初の事業所数に対
する当該年度の開業数の割合、％）でみても
大きく変わらない。

次に都道府県別の状況をみていく。表－１

には 2016 年度とその５年前の 2011 年度の労
働市場アプローチ、生態学的アプローチに基
づく開業率が高い順に掲載されている。まず
2016 年度の労働市場アプローチに基づく開
業率をみていくと、最も高いのが沖縄県（労
働力人口千人当たり 3.04 事業所）となって
おり、東京都、大阪府、福岡県が続く。2011
年度をみてもランキングで上位に位置する都
道府県は大きくは変わらない。他方、生態学
的アプローチに基づく開業率（2016 年度）は、
沖縄県が最も高く（8.13％）、埼玉県、千葉県、
神奈川県が続く。2011 年度の開業率の上位
都道府県も 2016 年度とほぼ同じである。

このように、いずれのアプローチでみても
開業率が高い都道府県は、沖縄県を除いて都
市部に立地しているという特徴がみられる。
ただし、このような特徴を有する埼玉県、千
葉県、神奈川県、滋賀県では生態学的アプロー
チと比べて労働市場アプローチに基づく開業
率ははるかに低い。その要因としては、こ
れらの県では事業所規模が大きいことが考え
られる。事実、『雇用保険統計年報』に基づ
き 2016 年度末の１事業所当たりの被保険者
数をみると、千葉県（16.3 人）を除いて、神

図－１　開業率の推移
（事業所数）
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表－１　都道府県別開業率

順位 2011 年度 2016 年度
労働市場アプローチ 生態学的アプローチ 労働市場アプローチ 生態学的アプローチ

1 沖縄県 2.45 沖縄県 7.46 沖縄県 3.04 沖縄県 8.13
2 東京都 2.00 宮城県 6.95 東京都 2.67 埼玉県 7.52
3 宮城県 1.99 福岡県 5.37 大阪府 2.65 千葉県 7.18
4 宮崎県 1.79 鹿児島県 5.31 福岡県 2.27 神奈川県 7.02
5 鹿児島県 1.78 福島県 5.20 熊本県 1.90 福岡県 6.75
6 北海道 1.75 宮崎県 5.18 宮城県 1.86 大阪府 6.67
7 大阪府 1.71 千葉県 5.08 岡山県 1.83 兵庫県 6.44
8 福岡県 1.68 愛知県 4.96 京都府 1.81 愛知県 6.41
9 福島県 1.56 埼玉県 4.89 福島県 1.80 茨城県 6.06
10 熊本県 1.53 北海道 4.89 愛知県 1.79 東京都 5.99
11 大分県 1.53 奈良県 4.83 大分県 1.78 三重県 5.73
12 高知県 1.50 熊本県 4.72 兵庫県 1.78 京都府 5.67
13 岩手県 1.47 大阪府 4.60 愛媛県 1.67 宮城県 5.65
14 長崎県 1.42 神奈川県 4.56 山口県 1.64 熊本県 5.62
15 鳥取県 1.42 東京都 4.56 長崎県 1.63 岡山県 5.54
16 佐賀県 1.38 茨城県 4.55 群馬県 1.62 奈良県 5.51
17 京都府 1.36 岩手県 4.54 和歌山県 1.61 群馬県 5.44
18 愛媛県 1.33 兵庫県 4.49 三重県 1.61 福島県 5.30
19 秋田県 1.33 佐賀県 4.42 北海道 1.61 栃木県 5.24
20 愛知県 1.32 京都府 4.34 宮崎県 1.60 静岡県 5.15
21 広島県 1.31 大分県 4.34 鹿児島県 1.59 岐阜県 4.97
22 和歌山県 1.30 栃木県 4.31 茨城県 1.58 大分県 4.92
23 岡山県 1.29 高知県 4.22 鳥取県 1.58 山口県 4.86
24 岐阜県 1.25 鳥取県 4.22 静岡県 1.56 滋賀県 4.82
25 青森県 1.23 長崎県 4.17 神奈川県 1.56 山梨県 4.70
26 石川県 1.21 山梨県 4.11 広島県 1.55 和歌山県 4.67
27 福井県 1.21 岡山県 4.10 岐阜県 1.54 長崎県 4.58
28 山口県 1.21 三重県 4.09 埼玉県 1.54 愛媛県 4.57
29 山梨県 1.20 岐阜県 4.08 香川県 1.53 広島県 4.52
30 兵庫県 1.20 滋賀県 4.03 千葉県 1.50 鳥取県 4.41
31 奈良県 1.19 広島県 3.90 山梨県 1.49 北海道 4.35
32 島根県 1.18 群馬県 3.87 栃木県 1.49 宮崎県 4.30
33 香川県 1.18 和歌山県 3.86 石川県 1.45 鹿児島県 4.26
34 徳島県 1.17 山口県 3.84 徳島県 1.44 石川県 4.14
35 栃木県 1.16 静岡県 3.79 奈良県 1.43 香川県 4.12
36 山形県 1.12 秋田県 3.73 高知県 1.37 佐賀県 4.05
37 三重県 1.12 愛媛県 3.71 滋賀県 1.34 徳島県 3.75
38 富山県 1.11 石川県 3.59 佐賀県 1.32 高知県 3.65
39 静岡県 1.11 青森県 3.51 福井県 1.26 長野県 3.61
40 新潟県 1.10 山形県 3.40 青森県 1.25 青森県 3.49
41 滋賀県 1.09 香川県 3.39 島根県 1.22 富山県 3.48
42 群馬県 1.08 富山県 3.27 富山県 1.21 福井県 3.42
43 茨城県 1.06 福井県 3.26 長野県 1.16 山形県 3.40
44 長野県 0.99 徳島県 3.17 山形県 1.12 岩手県 3.21
45 千葉県 0.95 島根県 3.15 新潟県 1.12 島根県 3.18
46 神奈川県 0.94 新潟県 3.13 岩手県 1.10 新潟県 3.14
47 埼玉県 0.88 長野県 3.11 秋田県 0.98 秋田県 2.70

（注）労働市場アプローチの単位は事業所数、生態学的アプローチの単位は％である。
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奈川県（19.2 人）、滋賀県（18.5 人）、埼玉県
（17.7 人）は 47 都道府県の中央値（16.6 人）
を上回る。平均事業所規模が大きいと、労働
力人口と比べて事業所数が少なくなりがちで
あり、その分生態学的アプローチに基づく開
業率が高く逆に労働市場アプローチに基づく
開業率が低く算出されやすい 12）。起業活動
に従事するのは事業所ではなく人であるた
め、生態学的アプローチの開業率にはバイア
スがかかりやすい（Audretsch and Fritsch, 
1994）ことが反映されているといえる。さら
に、より詳細な検討が必要ではあるため推測
の域を出ないが、Stuetzer et al. （2016）の
指摘を踏まえると、大企業の存在によって反
起業活動的な文化がこれらの県では比較的強
い可能性も仮説として否定できない。

国全体としてみた場合どちらのアプローチ
をとっても開業率には大きな違いがみられな
かった。これは都道府県ごとの違いがならさ
れているためであろう。しかし、都道府県単
位では、どちらのアプローチを用いるかに
よって起業活動に関する現状把握は大きく異
なりうる。

　⑶　起業活動の持続性
次に、起業活動の持続性がどの程度強いの

かをここで確認する。その方法としてある年
度の開業率を過去の開業率に単回帰したうえ
で、その係数と決定係数を考察する。都道府
県別の労働力人口は 1997 年以降のデータが
公表されているので、この分析は 1998 年度
まで遡ることができる 13）。このため、例え
ば直近の 2016 年度の開業率を被説明変数と
する場合、1998 年度まで最大 18 年のラグ（t-
18）をとることができる。

結果は表－ 2 のとおりである。この表から
読み取れる第１の点は、起業活動の持続性は
やはり強いことである。まず係数をみると、
ラグをとる期間が長くてもあまり変わらず、
多くの場合 0.8 を上回る。他方、決定係数に

ついては、係数とは異なり、ラグをとる期間
が長くなるほど低下する傾向にある。例えば、
t-1 ～ t-5、t-6 ～ t-10、t-11 ～ t-15 の決定係数
の平均が次第に低下している。時間の経過と
ともに少しずつ持続性が弱まっていくことが
うかがえる。それでも t-6 ～ t-10 の平均はお
おむね 0.4 ～ 0.6 となっている。６～ 10 年前
の開業率で現在の開業率の 40％以上が説明
されるということであり、起業活動の持続性
がうかがえる。

第 2 に、2008 年度ごろを境に持続性が低
下したようにもみえる。t-1 ～ t-5 の決定係数
の平均は、2008年度以前には同年度を除き0.8
を超えていたが、2009 年度以降は 0.7 を下回
る年度が多くみられる。年度別にみると t-1
ではなく t-2 以前の低下が大きい。この背景
には、リーマン・ショックや東日本大震災の
ような大きな出来事によって、変化のスピー
ドが遅かった地域要因が大きく変動したこと
があるのかもしれない。より長い期間を観察
することでこの変化が今後も続くのかどうか
を確認する必要がある。

以上のデータを他国と比べるとどうか。
スウェーデンについて同様の分析を行った
Andersson and Koster （2011）では、４年の
ラグまでは決定係数が 0.6、説明変数（過去
の開業率）の係数は 0.67 ～ 0.93 となってい
る。また、ドイツを分析対象とした Fritsch 
and Mueller （2007）では、t-1 年の決定係数
は 0.81、ラグ項の係数は 0.90 である。さらに、
Fritsch and Mueller （2007）では最大 15 年
までのラグが検討されており、ラグをとる期
間が長くなるほどこれらの値は小さくなって
いき、t-15 では決定係数が 0.57、係数が 0.76
である。分析に用いた地域単位が同一ではな
いうえ、どの年度と比較するかによっても見
方は異なるが、他国についての分析結果と表
－４で示した値とは総じて変わらないとみる
ことができる。日本における起業活動の持続
性が相対的に弱いというわけではないことが
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示唆される。
最後に、スピアマンの順位相関係数を考察

することで、都道府県の開業率の順位がどの
ように変動しているのかを考察する。

表－３からは、順位相関係数は比較的高く、
順位変動は少ないことがまず確認できる。例
えば、１～２年前との順位相関係数はほぼす
べての年度で 0.8 を超えている。t-1 年度～
t-5 年度の平均もおおむね 0.8 を上回る。さ
らに、t-11 年度から t-15 年度の平均であって
も 2016 年度を除いてほぼ 0.6 である。他方、
近年順位変動が激しくなる兆しもうかがえ
る。例えば、順位相関係数が 0.7 を下回る時
期をみると、2008 年度は 10 年度前、2010 年
度は 12 年度前だったが、2016 年度は 3 年度
前、2012 年度は 4 年度前、2011 年度は 3 年
度前となっている。2010 年度ごろを境とし
て、時間の経過に伴い順位相関係数が低下し
ていくスピードが速くなっているようにもみ
える。以上は、表－２の結果と整合的である。
都道府県順位の変動という点でも、近年持続
性が若干弱まっている兆しがみられる。

4．実証分析
　⑴　分析の概要

以下では地域における起業活動の水準に影
響を与える要因の分析を通じてリサーチ・ク
エスチョンの回答を探っていく。ここでは、
先行研究で紹介した二つの観点（変化のス
ピードの遅い地域要因と経路依存性）を踏ま
え、推計式を以下のように特定する。

　　　  

Ei,t は都道府県 i の t 年度における開業数で
あり、その対数を被説明変数とする。N は労
働力人口、o_age、y_age はそれぞれ総人口
に占める 65 歳以上人口、15 歳未満人口の割
合、X' は起業活動に影響を与える地域要因、
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αi は時間の経過に伴い変化しない地域 i の
固有効果、μt は時間効果、εit は誤差項であ
る（記述統計は表－ 4）。

具体的にみていくと、被説明変数の 1 期ラ
グを説明変数としてγ1 を推定する。この係
数が統計的に有意かどうか、その大きさがど
の程度であるのかに着目し、起業活動の経路
依存の程度を考察する。次に、労働力人口

（N）に関して、対数をとったうえでγ2 を推
計し、開業数に与える影響を考察する。ちな
みに、先行研究では開業数を労働力人口で
除した開業率を被説明変数とすることが多い
が、これはγ2 を 1 に固定していることにな
る。開業数を被説明変数とする研究はほとん
ど見当たらないが、その一つの Bosma et al. 

（2008）ではγ2 の推定値が 0.99 となっており、
労働力人口と開業数の増減の程度はほぼ同じ
という結論が導かれている。今回の推計でも、
Bosma et al. （2008）と同様にγ2 が１と等し
いのかどうかが分析の焦点となる。地域にお
ける 65 歳以上人口の割合（o_age）の影響
は、先行研究でみたように正、負双方の影響
が考えられる。γ3 を用いてこの点を考察す
る。これに関連して 15 歳未満人口割合を合
わせてコントロールする。年齢構成に関する

変数は総務省「人口推計」（各年 10 月 1 日現
在）に基づき算出し、t-1 期の値を用いる。

X には、需要要因、供給要因、集積要因、
産業構造要因を用いる。これらはいずれも先
行研究で関心が寄せられてきた要因である。
いずれも t-1 期のデータを利用する。

需要要因は、地域の需要を左右することを
通じて事業機会の創出に影響を与える要因で
ある。日本における先行研究では、人口（小
林、2003; 黒瀬・大塚、2007; 田中、2007; 奥
山、2010）またはその増加率（小林、2003、
2004; 岡室、2006b; 黒瀬・大塚、2007; 田中、
2007; 奥山、2010）が需要要因として用いら
れ、おおむね起業活動との間に正の相関が確
認されている。ただし、本稿では、人口と相
関が強い労働力人口を説明変数とするため、
対前年度の１人当たり県民所得増加率（内閣
府「県民経済計算」、2008SNA）を用いて需
要要因をコントロールする。

供給要因は起業家を生み出す要因である。
本稿では、都道府県別の失業率（総務省「労
働力調査」、年平均）と賃金（厚生労働省「賃
金構造基本統計調査」、対数、原データは千
円単位）14）を用いる。失業率の影響につい
て、高失業率下では有効な雇用機会を見つけ

表－ 4　記述統計

変数 平均 標準偏差 最小値 最大値
開業数（対数） 7.246 0.825 5.996 9.931
労働力人口（対数） 6.900 0.774 5.690 8.949
15 歳未満人口割合（％） 13.071 1.007 10.364 17.690
65 歳以上人口割合（％） 25.851 2.987 17.261 33.554
1 人当たり県民所得増加率（％） 0.760 3.544 -9.570 9.813
失業率（％） 3.994 0.966 1.800 7.500
賃金（対数） 8.352 0.121 8.082 8.732
人口千人当たり事業所数（対数） -4.121 0.167 -4.646 -3.673
ハーフィンダール指数 0.139 0.022 0.100 0.220
第一次産業割合（％） 0.007 0.005 0.000 0.025
第二次産業割合（％） 0.316 0.070 0.131 0.471
開業数（1 年ラグ、対数） 7.234 0.802 5.996 9.849

（注） 表－ 5 のモデル 2 に用いた変数の記述統計である（n=329）。



― 151 ―

起業活動の低迷を持続させる要因は何か

『商学集志』第 88 巻第 4 号（’19.3）

られない結果として「生計確立型」起業が増
加する（高橋ほか、2013）。加えて、従業員
の雇用が容易になる結果起業活動が促される

（Audretsch and Fritsch, 1994）。一方、失業
率は景気動向を反映することから、起業活動
との間に負の相関も考えられる。正、負双方
の相関が考えられるものの、本稿の推計では
1 人当たり県民所得増加率をコントロールす
ることから失業率の符号は正となることが予
想される。ちなみに、Storey（1991）は、失
業率と起業活動との関係について、一般に、
時系列分析では正の相関、クロスセクション
分析では負の相関という結果が得られている
とする。賃金については、高いほど潜在的
な起業家の機会費用が高まるとともに、従
業員の雇用コストも上昇する（Bosma et al., 
2008）。これらは起業活動を抑制する要因と
いえる。ただし、賃金が高い地域の需要は大
きく、起業活動が促進されるという需要要因
としての効果も考えられる。このため、事
前に符号を予想することは難しいが、岡室

（2006b）は賃金と開業率との間に負の相関
を確認している。

集積要因については、同一産業の企業が
近接することによって（Marshall- Arrow-
Romer の外部性）、または多様な産業の企
業が近接することによって（Jacobs の外部
性）、起業活動が促進される（Glaeser et al., 
1992）。前者の外部性の効果としては、同一
産業の企業が集積することにより、当該産業
について特殊技能を有する労働者の市場が形
成されることによる人材確保の円滑化、より
多様でより安価な中間財の供給の拡大、知識
のスピルオーバーなどが挙げられる。これら
は起業活動に伴うコストを引き下げる効果を
有する。他方、後者の外部性については、多
様な人材、多様なアイデアが接触することで
新たな事業機会やイノベーションが生み出さ
れることが指摘される。集積効果を年度ベー
スで測定できる指標は極めて限られるが、今

回の推計では『雇用保険事業年報』掲載の
データを用いて算出した、人口千人当たりの
雇用保険適用事業所数（企業の集積状況）と、
産業（大分類）別の被保険者数に基づき算出
したハーフィンダール指数（多様性）を用い
る 15）。前者はその値が大きいほど集積が進
んでいると考えられることから開業数との間
に正の相関、後者についてはその値が大きい
ほど人材の多様性に乏しいことから負の相関
が予想される。最後に、産業構造要因につ
いては、同年報に基づき算出した、全産業の
被保険者数に対する第一次、第二次産業の被
保険者数の割合（第一次産業割合、第二次産
業割合）を用いた。最後に、時間効果（μt）
をコントロールするために年度ダミーを加え
た。

これらの説明変数のうち、１人当たり県民
所得増加率のデータが取得できるのは 2007
～ 2015 年度に限られる。このため計測期間
は 2008 ～ 2016 年度となる。さらに、『雇用
保険事業年報』で用いられている産業分類は、
日本標準産業分類改訂によって、2008 年度
末以前と 2009 年度末以降で異なっている。
このため、集積要因のうちハーフィンダール
指数と産業構造要因が算出できるのは 2009
年度末以降に限定される。よって、これらを
説明変数に加えた推計の期間は 2010 年度～
2016 年度となる。

　⑵　�変化のスピードが遅い地域要因に関す
る分析

以下で推計結果を確認していくが、後述す
る推計上の問題があることから、まずは開業
数のラグ項を含めない推計を行う。

推計結果は表－５のとおりである。モデル
１、２はプーリング OLS、モデル３、４は
パネルデータに基づく固定効果モデルで推計
されている 16）。固定効果モデルでは観測さ
れない都道府県間の異質性を勘案した分析が
可能である。この点でプーリング OLS より
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も優れている半面、説明変数の小さな変化が
この異質性のなかに吸収されてしまう可能性
がある（Fritsch and Mueller, 2007）。この
ため、表には両方の手法での推計結果を示し
た。また、モデル１、３の説明変数は人口変
数と需要要因、供給要因、モデル２、４では
さらに集積要因と産業構造要因を加えている。

主要な変数をみていくと、労働力人口はい
ずれも有意に正という予想された結果となっ
ている。しかし、係数の大きさには違いがみ
られる。モデル１、モデル２ではおおむね１
となっており、これは労働力人口の増加率と
開業数の増加率がほぼ等しいことを示してい
る。これに対して、モデル３、４の固定効果
モデルではそれぞれ 2.301、1.956 と OLS で
の推計と比べて係数が大きい。これらのモデ
ルの係数が１と等しいかどうか検定すると、
モデル３では１％水準で棄却（F 値 =13.55、
p 値 =0.001）される一方、モデル４では５％
水準でも棄却されない（F 値 =3.75、p 値
=0.059）。労働力人口が開業数に与える影響に
ついては、起業活動の持続性を考慮したより
厳密なモデル（後述）のなかで再度検討する。

次に、65 歳以上人口割合はすべてのモデ
ルで非有意である。一方、15 歳未満人口割
合についてはモデル１、２では有意に正、こ
れに対してモデル３では有意に負である。ま
た、集積要因、産業構造要因をコントロール
したモデル４では非有意となっており、結果
が一致していない。都道府県間の異質性が影
響を与えている可能性がある。

需要要因について１人当たり県民所得増加
率はすべてのモデルで非有意、供給要因につ
いては失業率が三つのモデルで有意に正、賃
金は OLS の推計では有意に正だが固定効果
モデルでは非有意である。失業率の結果は予
想と整合的である。賃金については、水準（対
数）を説明変数としているため都道府県間
の差は固定的であると考えられる。Fritsch 
and Mueller （2007）を踏まえると、固定効

果モデルでは、賃金の地域差が固定効果に吸
収されている可能性がある。集積要因につい
てはモデル２では人口千人当たり事業所数、
モデル４ではハーフィンダール指数が有意
な結果となっており、符号も予想されたとお
りである。集積効果が起業活動を促進するこ
とが示唆される。産業構造要因についてはモ
デル 2 で第二次産業割合が有意にマイナスと
なっている。

以上のように、労働力人口や集積要因、産
業構造要因が地域の開業数に有意な影響を与
えている。これらの要因の変化のスピードが
遅いことが起業活動の水準の持続性を生み出
していることがうかがえる。

　⑶　経路依存性を勘案した分析
以下では、１期ラグをとった開業数を説明

変数に加えた推計を行い、経路依存性を含め
た、地域要因に関する考察を行う。ただし、
この推計を固定効果モデルで行うと、１期ラ
グをとった開業数と固定効果との間の相関に
よってバイアスが生じる 17）。このような動
的パネルデータの分析に用いられることが多
いのがシステム GMM（Blundell and Bond, 
1998）である。

システム GMM では、変数の階差をとり
固定効果を削除したうえで、階差のラグ項を

（階差をとらない）レベル式の、レベルのラ
グ項を階差式の操作変数として推計する。シ
ステム GMM は被説明変数のラグ項を説明変
数に含める場合望ましい性質をもつため、起
業活動の持続性に関するいくつかの先行研究
で用いられている（Andersson and Koster, 
2011; Fotopoulos, 2014）。

ただし、システム GMM では、操作変数
が多くなると推計のバイアスが大きくなるこ
とから、その数をできる限り少なくする必要
がある。どの程度に抑えるべきかについて絶
対的な指針はないものの、操作変数の数が個
体数（ここでは都道府県数の 47）を上回ら
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ないというのが一つの経験則となっている
（Roodman, 2009）。その仕組みから、システ
ム GMM において操作変数はパネルデータ
の時点数の 2 乗で増加する。そこで、分析を
年単位ではなく 2 年単位で行うこととした。
計測期間は上記の分析と同一なので、システ
ム GMM を用いた推計では 2007 ～ 2008 年
度を起点として 2015 ～ 2016 年度まで 5 つの
期間を設定する。被説明変数は２年間（t 年
度と t+1 年度）の開業数の平均とする。た
だし、2007 ～ 2008 年度のデータは操作変数
を作成するために使用されるので、観測数は
47 都道府県× 4 期＝ 188 となる。同様の目
的で、集積要因と産業構造要因を別々のモデ
ルで推計した。推計においては、説明変数の
うち労働力人口、65 歳以上人口割合、15 歳
未満人口割合（以上は t-1 年）、年度ダミー
は外生変数、それ以外の変数については t 年
度のデータを用いて内生変数とした。

表－ 6　推計結果（動的パネル分析）

モデル⑤ モデル⑥
係数 標準誤差 有意水準 係数 標準誤差 有意水準

開業数（1 年ラグ） 0.538 0.164 ** 0.585 0.124 **
労働力人口 0.727 0.187 ** 0.534 0.139 **
15 歳未満人口割合 0.139 0.078 0.111 0.068
65 歳以上人口割合 0.097 0.033 ** 0.090 0.029 **
1 人当たり県民所得増加率 0.012 0.008 0.010 0.007
失業率 0.169 0.072 * 0.163 0.062 **
千人当たり事業所数 -0.275 0.365
ハーフィンダール指数 0.910 2.384
第一次産業割合 -0.225 0.104 *
第二次産業割合 0.000 0.007
定数項 -7.901 2.579 ** -4.910 1.822 **
観測数 188 188
sargan テスト (p 値） 0.095 0.125
AR(1) (p 値 ) 0.012 0.001
AR(2) (p 値 ) 0.342 0.375
操作変数の数 48 44

（注）　標準誤差は Windmeijer のロバスト標準誤差である。

システム GMM を用いた推計結果は表－
6 のモデル５、モデル６のとおりである。前
者には集積要因を、後者には集積要因に代え
て産業構造要因を説明変数に加えた。操作変
数の数はモデル５では 48 と都道府県数を 1
上回っているが、モデル６ではその範囲に収
まっている。なお、表に示されている標準偏
差は Windmeijer のロバスト標準誤差である。

まず二つのモデルがシステム GMM の条
件を満たしているかどうか確認していくと、
sargan 過剰識別制約テストの結果は、モデ
ル５についてはほぼ 10％水準での棄却、モ
デル６については 10％水準でも棄却され
ない。また、いずれのモデルにおいても、
Arellano-Bond テスト（階差をとった誤差の
自己相関がないという仮説のテスト）は１次
では有意、２次では非有意である。二つのテ
ストの結果より、システム GMM 推計の条
件は満たされていると考えられる。
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推計結果をみていくと、まず開業数のラグ
項の係数はいずれのモデルでも有意に正であ
り、前期の開業数が当期の開業数を有意に左
右するという経路依存性が働いていることが
示唆される。その係数は、モデル５では0.538、
モデル６では 0.585 であり、前年度の開業数
が１％高ければ当年度の開業数は 0.5 ～ 0.6％
多い。ちなみに、OLS 推定と最小 2 乗ダ
ミ ー 変 数（Least squares dummy-variable; 
LSDV）推定（都道府県ダミーを説明変数に
加えた OLS 推定）で得られたラグ項の係数
は真の推計値の上限、下限となることが知ら
れている（Roodman, 2009）。そこで、これ
らの推計値をみると、表には示していないが、
モデル５に対応する推計ではそれぞれ 0.717、
0.142、モデル６に対応する推計では 0.767、
0.215 となっている。モデル５、６とも上記
の範囲内に収まっている。

次に、労働力人口はいずれのモデルでも有
意に正となっているが、その大きさはモデル
５では 0.727、モデル６では 0.534 とやや異
なる。これらの係数が 1 と等しいという仮説
を検定すると、モデル５では棄却されない一
方（χ２乗値 =2.13、p 値 =0.144）、モデル
６では有意に棄却される（χ２乗値 =11.28、
p 値 =0.001）。ただし、モデル５ではモデル
６と比べて操作変数が多く sargan テストの
結果がやや弱い。このため、モデル５と比べ
てモデル６の推計結果の方が信頼性は高いこ
とがうかがえる。とすれば、今後、労働力人
口の減少ほどには開業数は減少しないという
ことになる。

人口構成をみると、15 歳未満人口割合は
モデル５、モデル６でも非有意である（ただ
しではモデル５では 10％水準では有意）。経
路依存性を考慮すると 15 歳未満人口割合の
影響はほぼみられなくなる。他方 65 歳以上
人口割合はいずれのモデルでも有意に正であ
る。先行研究を踏まえると、高齢化に伴い
新たな事業機会が誕生していることが重要な

要因と考えられる。実際、医療・福祉の雇用
保険適用事業所数（全国）は 2009 年度末の
20.2 万事業所から 2016 年度末に 25.0 万事業
所へと大きく増加している（『雇用保険事業
年報』）。ただし、この産業への需要増加が今
後どの程度、またいつまで続くのかは必ずし
も明らかではない。介護保険や年金制度が変
更になったり介護人材が不足してサービス供
給の制約が強まったりすれば 65 歳以上人口
割合の上昇が開業数を増加させるという効果
は弱まっていく可能性がある。

その他の結果をみていくと、失業率はいず
れのモデルでも有意に正となっている。これ
は経路依存性を考慮しない分析結果と同様で
ある。一方、１人当たり県民所得増加率につ
いては有意な結果が得られていない。OLS、
固定効果の推計では一定の影響が確認された
集積要因についても非有意である。経路依存
性のなかにその影響が吸収された可能性があ
る。これに対して、産業構造要因のうち第一
次産業の構成比が高いほど開業数が少なくな
るという結果が得られている。このように、
変化のスピードが遅い地域要因とともに、経
路依存性が起業活動の持続性を生み出してい
ることが示唆される。この持続性によって、
日本における起業活動の低迷が続いているこ
とがうかがえる。

5．まとめと今後の課題

本稿では、起業活動に関する研究ではあま
り活用されてこなかった厚生労働省『雇用保
険事業年報』のデータを活用しつつ、持続性
と労働力人口の増減を中心に、地域の起業活
動の水準を左右する要因を検討してきた。主
な分析結果は次のとおりである。

まず、労働市場アプローチに基づく開業率
は 2000 年代半ば以降趨勢的に上昇している。
こうした傾向は生態学的アプローチに基づく
開業率でも変わらない。ただし、どちらのア
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プローチを用いるかによって、地域（都道府
県）の起業活動の状況認識が異なりうる。さ
らに、起業活動の持続性を検討したところ、
同様の研究が行われたスウェーデンやドイツ
とおおむね同程度の強さが確認された。こう
した持続性の強さは、計量分析において様々
な要因をコントロールしても変わらない。持
続性は、日本の起業活動の低迷が続いている
重要な要因といえる。ただし、第 3 節の時系
列の分析からは、持続性が近年やや弱まりつ
つあり、都道府県の順位変動がかつてよりも
みられるようになってきていることが示唆さ
れた。また、第４節の計量分析によると、日
本において経路依存性が起業活動の持続性を
生み出しており、前期の開業数が１％多いと
当期の開業数は 0.5 ～ 0.6％多くなる（RQ1）。
さらに、変化のスピードが遅い要因も起業活
動の水準を左右している。経路依存性を考慮
すると労働力人口の減少ほどには開業数が減
少しない可能性が示唆された。具体的には、
労働力人口1％の減少に対して開業数は0.5％
程度の減少にとどまるという推計結果が得ら
れた（RQ2）。また、65 歳以上人口割合の上
昇は、推計方法によって結果が異なるものの、
開業率を増加させる可能性がある（RQ3）。

以上の分析結果から導かれる政策含意は次
のとおりである。第１に、先行研究でも指
摘されてきたように（Fritsch and Mueller, 
2006; Andersson and Koster, 2011）、持続性
を勘案すると、起業活動の水準を高めるため
の政策は長期的な視点に立って論じられる必
要がある。近年持続性が若干弱まっていると
いう兆しがみえるものの、その程度は依然と
して小さくはない。第３節の推計結果（表－
２）を踏まえると、10 年場合によってはそ
れ以上に長い時間軸での検討が必要となるか
もしれない。第２に、国全体の起業活動の水
準を高めるという観点からは、全国一律に取
り組みを進めることが望ましいのかどうかを
検討する必要がある。都道府県によって起業

活動の状況に違いがありその持続性が高いと
すれば、起業がすでに活発な地域に政策資源
を重点的に振り向けることが効率的かもしれ
ない。逆に、起業活動が活発ではない地域に
政策資源をより重点的に投入することによっ
て、経路依存効果が働き始めるようにしてい
くことも考えられる。もちろん、特定地域に
集中的に政策支援を振り向けるという方策を
実施するには、民主主義的な議論のなかでサ
ポートを得られることが前提となる。第３は、
開業率の解釈に関する含意である。開業数が
労働力人口ほどには減少しないとすれば、開
業率（労働市場アプローチ）は今後上昇して
いく可能性がある。これは数字のトリックと
もいえる。そうであれば開業率の変動の背景
で生じている変化をより慎重に検討する必要
があるといえるだろう。さらに、地域におけ
る起業活動の水準を把握するうえで、労働市
場アプローチに基づく開業率にも目を向ける
べきではないかと思われる。

今後の課題は次のとおりである。第１にそ
して最大の課題は経路依存のメカニズムを明
らかにすることである。先行研究では職業選
択やネットワークなどがそのメカニズムとさ
れてきたが、十分明らかにされているとは言
い難い。また、困難な課題ではあるが、経路
依存性を生み出す「ちょっとした出来事と偶
然の環境」の内実を具体的に明らかにしてい
く必要がある。これは極めて大きな政策含意
につながる。第２に、データの制約によって
本稿では行えなかった分析を深めていく必要
がある。例えば、教育水準や職業構成などの
地域差を勘案した分析である。また、日本に
おいても産業ごとに起業活動の水準を左右す
る要因が異なることが確認されている（黒瀬・
大塚、2007）。このため、産業別の分析も必
要である。加えて、純粋な開業と既存企業の
事業所新設とを分けて分析すればさらなる知
見が得られるであろう。事実、Bosma et al. 

（2008）では、これら二つの増減を左右する
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要因が異なることが確認されている。第３
に、より小さな地域区分での分析の必要性で
ある。前述のとおり、一定の妥当性があるも
のの、都道府県単位の分析が粗い可能性も否

（注）
1 ）労働市場アプローチは、労働者が従来働い

ていた地域において起業することが暗黙の
前提とされている。この前提を裏付けるも
のとしては Cooper （1985）などがある。

2 ）グローバル・アントレプレナーシップ・モ
ニターは起業活動の国際比較を行うために、
米国バブソン大学と英国ロンドン大学が中
心となって行われている研究プロジェクト
である。年１回のペースで調査が実施され、
起業活動に従事している成人人口等のデー
タが収集されている。2017 年調査への参加
国・地域数は 54 となっている。

3 ）二つのアプローチに基づく開業率を左右す
る要因には同一のものもあれば異なるもの
もあるとされる（Storey, 1994、邦訳 p.71）。

4 ）このほか、「事業所・企業統計調査」の問
題点としては、①調査の間隔が２～５年と
なっており、その間に開業し廃業した企業
が捕捉されないこと、②調査員が目視で確
認しているため外観で判別できない事業所・
企業が把握されないこと、③調査の設計
上、調査区外に移転した企業・事業所が旧
所在地では廃業、現所在地では開業とみな
されることなどが指摘される（中小企業庁、
2011）。①と②は開業数を過少に、③は過大
に捕捉することにつながる。

5 ）Bosma et al. （2008）では、独立した起業と
既存事業の新事業所の開設に分けてそれぞ
れの決定要因が検証されている。本文中の
結果は前者に関するものである。後者につ
いては人口増加との間に正の相関が確認さ
れている。

6 ）Audretsch and Fritsch （1994）の結果は全

業種に関するものである。製造業とサービ
ス業については人口増加と起業率との間に
有意な結果を得ていない。

7 ）都市と地方の違いに関して、Delfmann et 
al. （2014）は、都市における大きな人口減
少は企業設立率を高めること、地方におけ
る人口減少はやはり新企業設立率を高める
とする。イタリアのデータを用いた Bono et 
al. （2015）は都市化の程度が低い地域での
み人口増加は企業設立率に影響を与えると
いう仮説を検証し、これを支持する結果を
得ている。

8 ）労働者の要件は①１週間の所定労働時間が
20 時間以上であること、② 31 日以上の雇
用見込みがあることである。

9 ）中小企業庁『中小企業白書』には『雇用保
険事業年報』に基づく開業率（生態学的ア
プローチ）が毎年掲載される。その算出に
当たっても「保険関係新規成立事業所」を
開業とみなしている。

10）都道府県よりも細かい単位で分析すると、
単位間で生じる相互依存関係をコントロー
ルする必要が大きくなる。ただし、Parker 

（2018）の先行研究のレビューによると、こ
うした相互依存関係が及ぶ範囲は数十キロ
メートルである（p.234）。都道府県の境を
超えた相互関係はもちろん存在するが、そ
れでも市町村単位での分析と比べるとこう
した相互依存関係の影響は小さいと考えら
れる。

11）本稿執筆途中で 2017 年度の『雇用保険事業
年報』が公表された。第４節では同年報掲
載の開業数を被説明変数とする推計を行う
が、説明変数の一つ、１人当たり県民所得

定できない。地域間の相互作用を勘案しつつ、
より細かい単位での分析を通じて本稿の結果
の頑健性を確認する必要がある。以上を今後
の課題としたい。
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（Abstract）
There has been growing evidence for regional disparities in the various entrepreneurship 

studies.  This paper assesses the persistency among regional differences in entrepreneurship in 
Japan.  It also explains the causes of this persistency based on the analytical framework proposed 
by the literatures.  A dynamic panel analysis is conducted by utilizing the various data.  As a result 
of the analysis, it is found that （i） the persistence in entrepreneurship in Japan remains almost as 
strong as other countries such as Germany and Sweden, （ii） sticky regional characteristics as well 
as path dependency create the persistence, and （iii） startups may not decline at the same pace as 
the anticipated population decline in Japan.  Finally, policy implications are also discussed based on 
the above findings.




